
 
 

飼い主のいない猫対策にかかる活動補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭和 48 年法律第 105

号）の理念の下、滋賀県猫と共に生きるためのガイドライン（平成 22 年制

定）に基づき、飼い主のいない猫の減少および周辺の生活環境の保全を図る

ために、県内（大津市を除く。以下、同じ。）に生息する飼い主のいない猫対

策としての「地域猫活動」への取り組みに対し、予算の範囲内において補助

金を交付するものとし、その交付に関しては滋賀県補助金等交付規則（昭和

48 年滋賀県規則第 9号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この

要綱に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号の定め

るところによる。 

（１）飼い主のいない猫 

特定の飼い主がいない猫をいう。 

（２）地域猫活動 

活動する地域の自治会、または自治会等の了承を得たボランティアグル

ープが、飼い主のいない猫に不妊去勢手術を施し、当該猫を適正管理（原

則として、時間・場所を定めて給餌・糞尿処理を適正に実施し、周辺の清

掃を行うこと）する活動をいう。  

 

（補助対象事業者） 

第３条 補助対象事業者は、地域猫活動を行う自治会またはボランティアグル

ープとする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費は、地域猫活動に要する別表に掲げる経費とす

る。 

 

（補助額） 

第５条 前条の経費に対する補助額は、補助事業者に対し１の活動地域ごとに

８万円を上限として、年度ごとの申請総数を考慮し、予算の範囲内で定め

る。 

 

 



 
 

（補助金の交付申請） 

第６条 規則第３条に規定する補助金の交付申請については、次の書類を提出

しなければならない。 

なお、知事はこれらの書類の写しについて活動地域を所管する市町担当課

へ提供することができるものとする。 

（１）補助金交付申請書（様式第１－１号） 

（２）事業計画書（様式第１－２号） 

（３）収支予算計画書（様式第１－３号） 

（４）役員名簿（法人または団体の場合） 

（５）申請者が、活動する地域の自治会でない場合にあっては、当該自治会の

了承を得て行う活動である旨の同意書（様式第１－４号） 

（ただし自治会がない地域にあっては、当該活動地域を所管する市町の意見

書（様式第１－５号）） 

２ 申請書の提出期限は、令和８年１月３１日とする。 

３ 補助事業者は、第１項の申請書を提出するに当たっては、補助金に係る消

費税等仕入れ控除税額（補助対象経費に含まれる消費税および地方消費税に

相当する額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れ

に係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 

年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補

助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額し

て申請しなければならない。ただし、申請時において補助金に係る消費税等

仕入れ控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 

 

（補助金の交付条件） 

第７条 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規

則第５条の規定により付された条件となるものとする。 

補助事業が予定の期間内に完了しない場合または補助事業の遂行が困難と

なった場合においては、速やかにその理由および遂行状況を記載した書面を

知事に提出してその指示を受けること。 

 

（状況報告） 

第８条 

（１）知事は、補助事業者に対し、当該地域猫活動の状況について報告を求め

ることができる。 

（２）知事は、補助事業者に対し、補助事業完了後も、事後状況について報告

を求めることができる。 



 
 

 

（実績報告） 

第９条 規則第１２条に規定する事業実績報告については、事業完了日から起

算して３０日を経過する日または令和８年３月１５日のいずれか早い期日ま

でに次の書類を提出しなければならない。 

なお、知事はこれらの書類について活動地域を所管する市町担当課へ提供

することができるものとする。 

（１）活動実績報告書（様式第２－１号） 

（２）活動状況報告書（様式第２－２号） 

（３）活動状況等の写真 

（４）補助対象経費支出内訳書（様式第３号） 

（５）支出を証する書類（領収書等の写し） 

（６）その他知事が必要と認めた資料 

２ 第６条第３項ただし書きの規定により交付の申請をした補助事業者は、前

項の実績報告書を提出するに当たって、補助金に係る消費税仕入控除税額が

明らかである場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならな

い。 

 

（書類の整備等） 

第１０条 補助事業者は、補助金に係る収入および支出等を明らかにした証拠

書類を整備し、かつ、それらの書類を５年間保管しなければならない。 

 

（書類の経由） 

第１１条 規則およびこの要綱の規定により書類を知事に提出する場合は、動

物保護管理センター所長を経由しなければならない。 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第１２条 補助事業者は、第６条の規定に基づく交付の申請、第８条の規定に

基づく状況報告、第９条の規定に基づく実績報告および第 14 条の規定に基づ

く消費税等仕入れ控除税額報告については、滋賀県インターネット利用によ

る行政手続等に関する条例（平成 16 年滋賀県条例第 30 号）第３条第１項に

規定する電子情報処理組織を使用して行うことができる。 

 

（標準処理期間） 

第１３条 標準事務処理期間は次のとおりとする 



 
 

（１）規則第４条の規定による補助金等の交付の決定は、規則第３条の規定に

よる申請があった日から起算して３０日以内に行うものとする。 

（２）規則第１３条の規定による額の確定は、第９条の規定による実績報告が

あった日から起算して３０日以内に行うものとする。 

 

（消費税等仕入れ控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税等の申告により補助金に係

る消費税等仕入れ控除税額が確定した場合（消費税等仕入れ控除税額が０円

の場合を含む）には、速やかに消費税等仕入れ控除税額報告書（別記様式第

４号）を知事に提出しなければならない。 

なお、補助金に係る消費税等仕入れ控除税額があることが確定した場合に

は、当該消費税等仕入れ控除税額を県に返還しなければならない。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は

別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度において適用する。 

 

 

 

 

 別表 

 

補助対象経費 対象経費の内容 

（１）捕獲費 捕獲用具購入費用 等 

（２）手術費 不妊去勢に係る手術費用 

（３）搬送費 動物病院等への搬送に係る燃料購入費 等 

（４）飼料費 捕獲用餌および給餌用具購入費 等 

（５）糞尿等処理費 トイレ資材および清掃用具購入費 等 

（６）地域猫活動経費 啓発用品購入費用およびチラシ等作成費用等 

（７）その他 知事が必要と認める経費 


